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はじめに
租税政策の評価を行う場合には，その政策によって生じる資源配分の効率性損失と所得分配
の不平等の両者を計測することによって，効率性と分配の２つの側面から評価することが要求
される。したがって，効率性損失および分配の不平等の適切な尺度をどのように定式化するか
は経済分析において非常に重要な意味をもち，この問題に関する多くの研究が行われてきた。
効率性損失の尺度として代表的なものはDebreu(1951)における資源利用係数である。資源利
用係数は効率性損失の大きさを節約可能な資源の割合によって表現するものである。この係数
は計量可能な資源の数量を尺度の単位とするため，不可測性の問題が生じないというすぐれた
特性を有するが，この係数を租税政策の評価に用いた分析は少なく，近年の研究としてはKay
and Keen(1988)が主要なものである。Kay and Keenの分析では，Arrow－Debreuモデルによって
表現される一般均衡経済を分析対象として，この経済に物品税が導入された場合に生じる資源
配分の効率性損失の大きさを資源利用係数を利用して客観的に計測することを試みているので
ある。
本論は，課税による資源配分の非効率性を資源利用係数によって計測する分析についてKay
and Keenの手法を中心にして検討し，さらに，この分析手法における利点と問題点について，
効率性損失の大きさを計測する従来の諸概念と比較しながら考察することを目的としている。
あわせて，本論では，資源利用係数を租税政策の評価に応用する一例として，税率変更に伴う
限界的な効率性損失の変化の測定についても分析を行う。
本論は以下のように構成されている。まず，１節では分析の基本となるモデルを設定する。
ここでは，一般均衡経済に物品税が導入された場合のモデルが定式化される。２節では資源利
用係数の特性について概説する。３節では，課税による資源配分の非効率性を資源利用係数に
よって計測する手法について検討する。そして，４節では，資源利用係数によって租税政策の
評価を行うことの利点と問題点について，他の効率性損失の尺度を利用して評価を行う場合と
関連付けながら考察する。５節では，物品税額の変更によって生じる効率性損失の限界的変化
を資源利用係数を利用して計測する手法について考察する。最後に６節において，今後の展望
を行う。
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１．モデル
本論では，ｎ人の個人，k社の企業，ｍ種類の財が存在する経済を考える。はじめに，生産
活動について以下のような仮定をおく。企業ｆの実行可能な生産計画は，投入，産出される財
の量の組合せによって表現される。これらの組合せを，投入される財の量を負，産出される財
の量を正とするｍ次元のベクトルｙｆによって表す(１)。実行可能な生産計画ｙｆの集合をＹｆ
とし，Ｙｆは閉集合かつ凸集合であると仮定する。企業ｆは完全競争企業であり，利潤最大化
を目的として行動するものとする。ここで，市場価格を表すｍ次元の価格ベクトルをｒとする。
価格ｒのもとで生産計画ｙｆを選択したときの企業ｆの利潤はｒｙｆと表されるので，企業ｆ
の利潤最大化行動は，ｒｙｆを最大にするｙｆ∈ｙｆを選択することである。周知のように，
集合Ｙｆが凸集合であれば，価格ベクトルrによって支持される集合Ｙｆの上方境界上の点
ｙｆ(ｒ)が存在する。ｙｆ(ｒ)は価格ｒのときに企業ｆの利潤を最大にする生産計画であり，
最大化された利潤を関数πｆ(ｒ)＝ｒｙｆ(ｒ)によって表す。
つぎに，消費者に関しては以下のような仮定をおく。個人ｉの消費する財の量をｍ次元の
ベクトルｘｉで表す。個人ｉの選好順序は効用関数Ｕｉ(ｘｉ)によって表現され，効用関数
Ｕｉ(ｘｉ)はｘｉについて，連続，単調増加，かつ厳密に準凹であると仮定する。個人ｉの初期
賦存量をωｉとする。ωｉはｍ次元ベクトルである。個人ｉは初期賦存量ωｉの一部またはすべ
てを市場価格ｒで売却して貨幣所得を得ることができ，また，企業ｆの利潤の一定割合θｆｉ
を受け取る権利を保有しているとする。また，企業の利潤はすべて消費者に分配されると仮定
するので，企業ｆについてΣｉθｆｉ＝１が成立する。したがって，個人ｉの予算制約式は，
ｒｘｉ＝ｒωｉ＋Σｆθｆｉｒｙｆ(ｒ)
である。この予算制約のもとで効用Ｕｉ(ｘｉ)を最大にする財ベクトルは，個人ｉのマーシャ
ルの需要関数ｘｉ(ｒ)によって表現される。
最後に，市場均衡について述べることにする。経済に存在する資源総量ωは各個人の保有す
る初期賦存量の合計であり，ω＝Σｉωｉである。資源総量ωに，生産活動を通じて投入，産
出される財の総量を加減することによって得られる財ベクトルが経済において消費可能な財の
総量である。よって，
Σｉｘｉ(ｒ)＝Σｉωｉ＋Σｆｙｆ(ｒ) （１）
を満足する価格rが，市場均衡を実現する価格ベクトルである。
効率性損失を等価変分や補償変分の概念を用いて表現する場合には，消費者の需要行動を支
出関数や補償需要関数によって表現することが分析をすすめるうえで有益である。ＫＫモデル
も，この手法にしたがっている(２）。そこで，均衡条件(１)を補償需要関数を用いて書き換え
てみることにする。個人ｉの補償需要関数をｈｉ(ｒ，ｕｉ)とする。ｒｈｉ(ｒ，ｕｉ)は個人ｉ
が価格ｒのときに効用ｕｉを実現するために必要となる最小の貨幣支出(所得)額であり，支出
関数ｅｉ(ｒ，ｕｉ)として表現される。市場均衡では，個人ｉが均衡価格のもとで獲得する貨
幣所得額と最小支出額ｒｈｉ(ｒ，ｕｉ)が一致していなければならない。したがって，補償需
要関数によって表現される均衡条件は，各財の需給均等式のほかに，各個人の予算制約式も考
慮することによって，
ｒｈｉ(ｒ，ｕｉ)＝ｒωｉ＋Σｆθｆｉｒｙｆ(ｒ) ｉ＝１,・,・,・, ｎ (２)
Σｉｈｉ(ｒ，ｕｉ)＝Σｉωｉ＋Σｆｙｆ(ｒ) (３)
のように定式化される。この定式化のもとでは，価格ベクトルｒと各個人の効用水準ｕｉが均
衡解として決定する(３)。
(２)，(３)によって定式化された一般均衡モデルに，物品税が導入されると，(２)，(３)は
どのように表現されるであろうか。ここで，政府の経済活動について以下のような仮定をおく。
政府は生産物ｊに１単位あたりｔｊの従量税を課すとする。よって，生産者価格ｐと消費者価
格ｑは乖離し，ｑ＝Ｐ＋ｔと表現される。ただし，p，ｑ，ｔはｍ次元のベクトルである。政
府が税収によってあらたに公共財を供給する場合には，公共財供給が各個人の効用に与える効
果を考慮しなければならないが，本論では，物品税の導入によって生じる効率性損失の純粋な
計測に分析の主眼をおくので，政府が購入した財が各個人の効用に与える効果は考慮しない。
したがって，簡単化のため，政府自体は租税政策によって得た税収で財を購入せず，税収はす
べて消費者に対して一括補助金として還元すると仮定する。租税政策によって政府が調達した
税収総額をＲとする。また，個人ｉは税収総額の一定割合τｉを還付金として受け取る権利を
保有しているとする。税収はすべて消費者に還元されることから，Σｉτｉ＝１が成立する。
以上から，物品税が導入された場合における均衡条件は，
ｑｈｉ(ｑ，ｕｉ)＝ｐωｉ＋ΣｆθｆｉＰｙｆ(ｐ)＋τｉＲ　ｉ＝１,・,・,・, ｎ (４)
Σｉｈｉ(ｑ，ｕｉ)＝Σｉωｉ＋Σｆｙｆ(ｐ) (５)
ｑ＝ｐ＋ｔ (６)
となる。外生的に与えられたωｉ，θｆｉ，τｉおよび従量税額ｔのもとで，(４)，(５)，(６)
を同時に満たす消費者価格ｑ，生産者価格ｐ，税収総額Ｒそして各個人の効用水準ｕｉが内生
的に決定する。なお，(４)を各個人について集計して得られる式から，(５)の両辺にｐをかけ
た式を辺辺差し引くことにより，政府の収支均等式(ｑ－ｐ)Σｉｈｉ(ｑ，ｕｉ)＝Ｒが得られる
ことが容易に確認される。
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２．資源利用係数の性質
資源利用係数は，現実の資源配分において生じている効率性損失の大きさを，節約可能な資
源の割合によって尺度するものである。資源利用係数の概念およびその基本的性質については，
すでに他の文献においても説明されているので(４)，この節では，とくに租税政策の評価の分
析において重要な意味をもつ資源利用係数の性質について，生産を含む経済への応用を考慮し
ながら考察する。
各個人が享受している効用水準ｕｉを要素とするベクトルｕ＝(ｕ１，ｕ２,・,・,・,ｕｎ)を
効用配分とよぶ。ここで，以下のような集合を定義する。
Ｘｉ(ｕｉ)＝｛ｘｉ―Ｕｉ(ｘｉ)≧ｕｉ｝
Ｘ(ｕ)＝ΣｉＸｉ(ｕｉ)
Ｚ(ｕ)＝Ｘ(ｕ)－Ｙ
ただし，Ｙ＝ΣｆＹｆである。集合Ｘｉ(ｕｉ)は個人ｉが効用水準ｕｉを実現するのに十分な財
ベクトルの集合である。これらの集合を各個人について合計した集合がＸ(ｕ)であり，Ｘ(ｕ)
は効用配分ｕを実現するのに十分な財ベクトルの集合である。効用関数に関する仮定を考慮す
ることにより，Ｘｉ(ｕｉ)およびＸ(ｕ)は閉集合かつ凸集合であることが確認される。Ｘ(ｕ)
の下方境界は，効用配分ｕを実現するための必要最小限の財ベクトルの集合であり，シトフス
キー・フロンティアに相当する。生産を含む経済を分析対象としているので，経済に存在する
資源総量と消費可能な財の総量は異なる。集合Ｙは経済全体において実現可能な投入と産出の
組合せを表すベクトルの集合，すなわち生産可能性集合であるから，Ｘ(ｕ)からＹを減ずるこ
とによって得られる集合Ｚ(ｕ)は，効用配分ｕを実現させるのに十分な資源総量の集合である。
Ｘ(ｕ)とＹが閉集合かつ凸集合であるので，Ｚ(ｕ)もまた閉集合かつ凸集合である。Ｚ(ｕ)の
下方境界上の点は，効用配分ｕを実現するために必要な最小資源量の集合であり，これらの資
源量のもとで，効用配分ｕはパレート効率的な生産と生産物の配分が行われたときにのみ実現
可能である。集合Ｚ(ｕ)は凸集合であるから，Ｚ(ｕ)の下方境界上の点ｚにおいてＺ(ｕ)を支
持する価格ベクトルγが存在する。γはｕとｚに依存して決定されるのでγを関数γ(ｕ，ｚ)
によって表す。凸集合を合計した集合を支持する価格ベクトルは，もとのそれぞれの凸集合を
も支持するから(５)，γ(ｕ，Ｚ)はＸｉ(ｕｉ）をｈｉ(γ，ｕｉ)において，Ｙｆをｙｆ(γ)におい
てそれぞれ支持するのである。すなわち，ｚにおいて，
ｚ＝Σｉhｉ(γ(ｕ，ｚ)，ｕｉ)－Σｆyｆ(γ(ｕ，ｚ))
が成立する。現実の資源総量ωがＺ(ｕ)の内点にある場合には，ωは効率的に利用されていな
い。すなわち，成果の面から捉えれば，ωを効率的に資源配分すればｕをパレート優越する効
用配分が実現できるのであり，他方，投入の面から捉えれば，ωよりも少ない資源総量であっ
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ても，効率的な資源配分を行うことによってｕを実現することができるのである。投入される
資源という側面に注目すれば，ωとｚとの差ω－Ｚは浪費されている資源とみなすことができ
る。このω－Ｚとωとをそれぞれ支持価格ベクトルγ(ｕ，Ｚ)によって貨幣単位で評価し，両
者の比，
γ(ｕ，Ｚ)[ω一Ｚ]／(γ(ｕ，Ｚ)ω) (７)
を考える。(７)の値は価格γ(ｕ，Ｚ)で評価した資源の相対的浪費度を表しているが，Ｚ(ｕ)
の下方境界上から必要最小資源量としてどのｚを選択するかによって異なる値をとる。資源利
用係数を定義する場合には，(７)のように定められた相対的浪費度を最小にするようなｚを評
価の基準となる必要最小資源量として特定する。すなわち，最小化問題，
ｍｉｎｚ∈ｂｎｄｚ(ｕ) γ(ｕ，ｚ)[ω－ｚ]／(γ(ｕ，ｚ)ω)
の解ｚ＊，およびｚ＊におけるＺ(ｕ)の支持価格ベクトルγ(ｕ，ｚ＊)が，それぞれ，資源利
用係数を利用して効率性損失を計測するときの評価基準となる必要最小資源量と価格ベク
トルである(６)。このように特定されたｚ＊とγ(ｕ，ｚ＊)によって，資源利用係数λは，
λ＝γ(ｕ，ｚ＊)ｚ＊／(γ(ｕ，ｚ＊)ω)と定義される。資源利用係数は価格γ(ｕ，ｚ＊)で評価し
た資源の効率的な相対的利用度として解釈できる。λは現実の効用配分ｕと現実の資源総量ω
に依存して決定されるので，λをｕとωの関数λ(ｕ，ω)によって表現する。ここで，資源利
用係数によって計測された効率性損失の大きさをＤとする。Ｄは(７)における相対的浪費度の
最小値であるが，この値もｕとωに依存して決定されるので，関数Ｄ＝Ｄ(ｕ，ω)によって表
すことにする。すなわち，Ｄ(ｕ，ω)＝γ(ｕ，ｚ＊)[ω－ｚ＊]／(γ(ｕ，ｚ＊)ω)＝１－λである。
γ(ｕ，ｚ＊)をγ(ｕ，ｚ＊)ωで除して基準化した価格ベクトルγ’＝γ(ｕ，ｚ＊)／(γ(ｕ，ｚ＊)ω)
を用いることによって，Ｄ(ｕ，ω)は，
Ｄ(ｕ，ω)＝γ’[ω－ｚ＊] (８)
と表現される。資源利用係数によって計測された資源配分の効率性損失の大きさは，基準化し
た価格ベクトルγ’で評価された浪費資源の貨幣的価値として解釈できるのである。他方，資
源利用係数は節約可能な資源の割合という数量的に明快な意味も有するのである。(８)におけ
るｚ＊は，原点とωとを結ぶ直線とｚ(ｕ)の下方境界との交点であり，ｚ＊＝λωが成立する。
現実の資源総量ωを各財について同率で比例的に減少させながら資源の節約を行う方法によっ
て特定化された必要最小資源量がｚ＊であり，λはｚ＊のωに対する横成比として解釈できる
のである。したがって，現実の資源総量ωの(1－λ)×100パーセントの資源が浪費されてお
り，この資源は効率的な資源配分によって節約可能である。
資源利用係数と租税政策の評価――是川
－ 71 －
３．効率性損失の測定
２節で述べたように，資源利用係数を利用して課税による資源配分の非効率性を計測するた
めには，効率的な資源配分を実現することによって節約可能となる資源総量，そして，節約後
の資源総量に依存して決定する評価基準価格ベクトルの両者を特定しなければならない。ＫＫ
モデルでは，この特定化において，課税時に実現される効用配分を課税が行われない状態で仮
説的に実現しようとするならば，現実の資源がどれだけ節約可能であるかに注目するのである。
この節では，１節で示した一般均衡経済を対象として，物品税の導入よって生じる資源配分の
非効率性を資源利用係数を用いて測定する手法についてＫＫモデルにしたがって考察すること
にする。
いま，経済にはすでに物品税ｔが導入されているとする。したがって，生産者価格ｐ，消費
者価格ｑおよび効用配分ｕは均衡条件(４)，(５)，(６)を満たしている。(５)は生産者価格ｐ
が集合Ｙを点Σｆｙｆ(ｐ)において，また，消費者価格ｑが集合Ｘ(ｕ)を点Σｉｈｉ(ｑ，ｕｉ)
においてそれぞれ支持していることを意味している。(５)におけるω＝Σｉωｉが凸集合ｚ(ｕ)
の下方境界に存在すれば，この点を支持する価格ベクトルは集合Ｘ(ｕ)と集合Ｙを同時に支持
していなければならないので，物品税の導入によって生産者価格と消費者価格が乖離している
ことは，現実の資源ωがＺ(ｕ)の下方境界に存在せず，Ｚ(ｕ)の内点であることを意味してい
る。よって，物品税が存在しなければ，物品税が存在するときに実現された効用配分ｕはωよ
り少ない資源総量で実現可能であり，資源ωの最大節約可能量によって物品税の導入に伴う効
率性損失の大きさを測定することができるのである。集合Ｚ(ｕ)の下方境界から任意の資源総
量ω’を選ぶ。ω’はｕを実現する必要最小資源量であるが，ω’においてＺ(ｕ)を支持する価
格ベクトルｐ’＝γ(ｕ，ω’)が存在する，ｐ’は集合Ｙと集合Ｘ(ｕ)をそれぞれ点Σｆｙｆ(ｐ’)
と点Σｉｈｉ(ｐ’，ｕｉ)において支持する。したがって，効用配分ｕは，必要最小資源総量ω’の
もとで，適当な再分配後の賦存量ωｉ’と利潤分配率θｆｉ’を与えることによって，一般均衡
体系，
ｐ’ｈｉ(ｐ’，ｕｉ)＝ｐ’ωｉ’＋Σｆθｆｉ’ｐ’ｙｆ(ｐ’) (９)
Σｉｈｉ(ｐ’，ｕｉ)＝Σｉωｉ’＋Σｆｙｆ(ｐ’) (10)
において実現されるパレート効率的な効用配分であり，この均衡を実現させる市場価格がｐ’
である。ｐ’はω’の選択に依存して決定されるが，集合Ｚ(ｕ)が強凸でれば，基準化したｐ’
の集合はｍ次元の価格単体の集合の全域である。２節で述べたように，このようなω’の集合
のなかから，資源利用係数による効率性損失の測定では，γ(ｕ，ω’)による貨幣価値で評価
された資源の相対的浪費度，
γ(ｕ，ω’)[ω一ω’]／(γ(ｕ，ω’)ω)
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を最小にするω’を評価基準となる必要最小資源量として特定する。このように特定した資源
量をω＊とする。基準化された評価基準価格ベクトルはｐ＊＝γ(ｕ，ω＊)／(γ(ｕ，ω＊)ω)
であるから，資源利用係数による効率性損失は，
ｐ＊[ω－ω＊] (11)
と表現される。すでにみたように，資源利用係数を数量的な観点から捉えれば，ω＊は現実の
資源総量ωを各財について比例的に減少させることによって特定化された必要最小資源量であ
ると解釈される。すなわち，ω＊＝λ＊ωであり，ω＊のωに対する構成比λ＊が資源利用係数
である。このことをλ＊を用いて(９)，(10)に相当する一般均衡体系で表現すると，適当な
ωｉ＊，θｆｉ＊のもとで効用配分ｕと価格ｐ＊は，均衡条件，
ｐ＊ｈｉ(ｐ＊，ｕｉ)＝ｐ＊ωｉ＊＋Σｆθｆｉ＊ｐ＊ｙｆ(ｐ＊) (12)
Σｈｉ(ｐ＊，ｕｉ)＝λ＊ω＋Σｆｙｆ(ｐ＊) (13)
Σωｉ＊＝λ＊ω (14)
を満足するのである。上の式によって表現される資源配分はＫＫモデルにおいて「効用等価配
分(utility－equivalent allocation)」とよばれる。資源ωのもとで課税時に実現されていた
効用配分ｕは，非課税時には，節約された資源λ＊ωのもとで市場均衡解として実現できる効
率的な配分である。この資源配分こそ，資源利用係数によって物品税のもたらす効率性損失を
測定するときの評価基準となる仮説的な資源配分であり，ｐ＊は仮説的な評価基準価格ベクト
ルなのである。
なお，ＫＫモデルでは，政府は消費財の購入をしないものとして効用等価配分を定式化して
いる。政府が消資財の購入に必要な財源の獲得を目的として物品税を導入する場合には，物品
税による効率性の損失の測定は，課税体系そのものが存在しない経済と比較して行うよりも，
一括税によって必要な財源を調達する経済と比較して行うのが適当であると考えられる。ここ
で，政府が購入する財ベクトルをｇとする。効用等価配分は，適当なωｉ”，θｆｉ”そして個
人ｉが負担する一括税額Ｔｉ”のもとで，
ｐ”ｈｉ(ｐ”，ｕｉ)＝ｐ”ωｉ”＋Σｆθｆｉ”ｐ”ｙｆ(ｐ”)－Ｔｉ” (12’)
Σｈｉ(ｐ”，ｕｉ)＝λ”ω＋Σｆｙｆ(ｐ”)－ｇ (13’)
Σωｉ”＝λ”ω (14’)
を成立させる評価価格ベクトルｐ”と効用配分ｕによって表現される。λ”がこの場合におけ
る資源利用係数である。
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４．資源利用係数による租税政策の評価の問題点
３節では課税によって生じる効率性損失の計測に資源利用係数を利用する手法について分析
したが，この節では，資源利用係数が従来の効率性損失の大ささを尺度する諸概念とどのよう
に関連付けられるのかについて考察する。ＫＫモデルでは，資源利用係数による尺度が等価変
分を用いた尺度と密接に関連しており，とくに線形の生産技術を仮定した場合には，Kay(1980)
において提示された尺度に一致することを示している。
はじめに，資源利用係数によって測定された効率性損失の大きさのもつ経済学的な意味につ
いて考察してみることにする。(11)におけるωとω＊を，課税時における均衡条件(５)と効用
等価配分における均衡条件(13)を用いて書き換えると，
Ｄ(ｕ，ω)＝ｐ＊[Σｉｈｉ(ｑ，ｕｉ)－Σｉｈｉ(ｐ＊，ｕｉ)]＋ｐ＊[Σｆｙｆ(ｐ＊)－Σｆｙｆ(ｐ)]
＝ｐ＊Σｉｈｉ(ｑ，ｕｉ)－Σｅｉ(ｐ＊ｕｉ)
－ｐ＊Σｆｙｆ(ｐ)＋Σｆπｆ(ｐ＊) (15)
を得る。(15)の右辺第１式は，課税による効率性損失が，価格変化に伴う消費者の補償需要の変
化(すなわち代替効果の存在)と企業の生産計画の変化の両者によって発生することを意味して
いる。資源利用係数による効率性損失の計測は，補償需要と生産計画の変化をいずれも仮説的
な効用等価配分における価格ベクトルｐ＊をもちいて貨幣評価額として表現していることに特
徴がある。この特徴を利用して，効用の変化を貨幣支出額によって表現する等価変分の概念と資
源利用係数とを関連付けることが可能となる。(15)の右辺第２式におけるｐ＊Σｉｈｉ(ｑ，ｕｉ)
およびｐ＊Σｆｙｆ(ｐ)は価格ｐ＊のもとでの最適化行動の結果として実現される支出額および
利潤ではないので，これらの値自体は最小支出関数や利潤関数を用いて表現することができな
い。そこで，ＫＫモデルでは，(15)の右辺にΣｅｉ(ｑ，ｕｉ)とｐΣｆｙｆ(ｐ)をそれぞれ加減
することによって，以下の式を得ている。
Ｄ(ｕ，ω)＝[Σｅｉ(ｑ，ｕｉ)－Σｅｉ(ｐ＊，ｕｉ)]＋[Σｆπｆ(ｐ＊)－Σｆπｆ(ｐ)]
－(ｑ－ｐ＊)Σｉｈｉ(ｑ，ｕｉ)－(ｐ＊－ｐ)Σｆｙｆ(ｐ)．
上式の右辺におけるΣｆｙｆ(ｐ)を(５)を用いて書き換えると，上式はさらに，
Ｄ(ｕ，ω)＝[Σｅｉ(ｑ，ｕｉ)－Σｅｉ(ｐ＊，ｕｉ)]
＋[Σｆπｆ(ｐ＊)＋ｐ＊Σｉωｉ－(Σｆπｆ(ｐ)＋ｐΣｉωｉ)]
－(ｑ－ｐ)Σｉｈｉ(ｑ，ｕｉ) (16)
と表現される。
つぎに，等価変分を用いた課税の効率性損失の尺度について確認しておく。資源総量ωのも
とで物品税が課されない場合に実現する市場均衡を考える。この均衡における価格をｐ０，個
人ｉの所得をＭｉ０，個人ｉの効用をｕｉ０とする。P０およびｕｉ０は，一般均衡体系(２)，(３)
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の解として決定する。ここで物品税が導入され，新しい均衡のもとで，生産者価格がｐ，消費
者価格がｑ，所得がＭｉ１に変化し，効用はｕｉ１に変化したとする。課税時における個人ｉの
所得は，個人ｉの初期賦存量の価値と企業から受け取る利潤の一部の合計に政府から受け取る
補助金ｂｉを加えた額である。周知のように，等価変分は効用水準の変化を，変化前と後のそ
れぞれの効用水準を実現する最小支出額の差によって貨幣的に測定しようとするものであり，
間接税の導入が回避されたときに，間接税が導入されたときと同等の効用水準を実現するのな
らば，各個人は間接税のかわりに一括税として最大限どれだけ支払う意志があるかを意味する
ものである。評価基準価格ベクトルとして，間接税導入前の価格ｐ０が用いられる。個人ｉの
等価変分ＥＶｉは，支出関数を用いて，ｅｉ(ｐ０，ｕｉ０)－ｅｉ(ｐ０，ｕｉ１)と表現されるが，
ｅｉ(ｐ０，ｕｉ０)＝Ｍｉ０，ｅｉ(ｑ，ｕｉ１)＝Ｍｉ１であることを考慮すると，
ＥＶｉ＝ｅｉ(ｑ，ｕｉ１)－ｅｉ(ｐ０，ｕｉ１)＋Ｍｉ０－Ｍｉ１
と表現できる。間接税によって生じる効率性損失を等価変分をもちいて計測した値をＬＥＶと
すると，ＬＥＶは各個人の等価変分ＥＶｉの値の合計，すなわち各個人が物品税と引換に支払う
意志のある最大の金額の合計で表され，ＬＥＶ＝Σｉｅｉ(ｑ，ｕｉ１)－Σｉｅｉ(ｐ０，ｕｉ１)＋
Ｍ０－Ｍ１と表現される。ただし，Ｍ０とＭ１はそれぞれ課税前と後の各個人の所得額の合計で
ある。Ｍ０＝Σｆπｆ(ｐ０)＋ｐ０Σｉωｉ，Ｍ１＝Σｆπｆ(ｐ)＋ｐΣｉωｉ＋Σｉｂｉであることと，
Σｉｂｉ＝(ｑ－ｐ)Σｉｈｉ(ｑ，ｕｉ１)であることから，
ＬＥｖ＝[Σｅｉ(ｑ，ｕｉ１)－Σｅｉ(ｐ０，ｕｉ１)]
＋[Σｆπｆ(ｐ０)＋ｐ０Σｉωｉ－(Σｆπｆ(ｐ)＋ｐΣｉωｉ)]
－(ｑ－ｐ)Σｉｈｉ(ｑ，ｕｉ１) (17)
を得る。課税時における資源配分が同一であり，したがって，各個人についてｕｉ＝ｕｉ１であ
る場合について，(17)を資源利用係数による効率性損失を表現する式(16)と比較してみよう。
(16)と(17)では，評価基準となる価格ベクトルが異なっていることがわかる。等価変分をもち
いた評価では非課税時に均衡価格として実現される価格ベクトルｐ０が評価基準となる価格ベ
クトルであるのに対して，資源利用係数を用いた評価では仮説的な市場均衡である効用等価配
分において実現される仮説的な均衡価格ベクトルｐ＊を評価基準価格ベクトルとして特定して
いる。
等価変分による測定では，物品税の導入前と導入後，あるいは税率の変更前と変更後，それ
ぞれの均衡を考慮しなければならないため，２つの均衡における価格ベクトル(あるいは効用
配分)が効率性損失を計測するときに情報として必要である。資源利用係数による測定では，
課税前，あるいは税率変更前の均衡においてどのような価格や効用配分が実現しているかは情
報として必要としない。仮説的な効用等価配分を効率的な資源配分として特定することによっ
て，課税されている現在の状態における価格と効用配分のみを情報として効率性損失を尺度で
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きることが資源利用係数を利用する場合の利点であるといえる(７)。また，資源利用係数によ
って計測された効率性損失の値は(11)で表現される貨幣的な意味を有する一方で，節約可能な
資源の割合という数量的な意味付けが可能である。後者の数量的な意味付けは等価変分を用い
る測定からは得られないのである。
しかし，資源利用係数による測定において，評価の基準となる効用等価配分は現実の資源総
量ωではなく節約された資源λ＊ωのもとで実現する仮説的な均衡であるため，非課税時に現
実に経済に存在している資源ωを効率的に配分することによって得られる効用配分や価格がど
のような水準になるのかという効率性の成果の側面からの考察は捨象されている。これに対し
て，等価変分による測定では間接税の導入前の均衡(２)，(３)が必然的に考慮されており，資
源ωの効率的な利用によって得られる成果の側面が価格ベクトルｐ０に反映されているのであ
る。資源利用係数でもちいられる価格ベクトルｐ＊は現実の資源を効率的に利用したときの価
格ベクトルｐ０とは必ずしも一致しない。両者が一致するのは，生産技術が線形である場合，
または，消費者の選好が相似同型な場合である。線形の生産技術を仮定した場合には，生産者
価格は税率に関係なく一定である。すなわち，非課税時の価格ベクトルｐ０，課税時の生産者
価格ｐ，効用等価配分における価格ｐ＊はすべて同一となり，このとき，生産部門の利潤はゼ
ロになる。また，各個人の保有する資源の価値は課税によって変化しない。よって，各個人の
貨幣所得額も課税の前後で変化しない。この場合には資源利用係数によって計測された効率性
損失(16)と等価変分によって計測された効率性損失(17)は一致し，
Ｄ(ｕ，ω)＝[Σｅｉ(ｑ，ｕｉ)一Σｅｉ(ｐ，ｕｉ)]－(ｑ－ｐ)Σｉｈｉ(ｑ，ｕｉ) (18)
と表現されるが，上の式はKay(1980)によって提示された尺度による効率性損失の大きさに一
致する。
５．物品税額の変更に伴う限界的な効率性損失の計測
４節までは，課税された状態における効率性損失の大きさを資源利用係数によって尺度する
手法について分析を行った。課税された状態で生じている効率性損失を計測することと並んで，
現行税率の変更にともなう効率性損失の大きさの変化を計測することは租税政策の分析におい
て重要な意味をもつ。Kay and Keenの分析は税率の変化にともなう効率性損失の変化について
は分析を行っていない。そこで，この節では，資源利用係数を税率変更の評価に利用する手法
について考察することにする。
分析に用いる基本的モデルは３節と同様であるが，簡単化のため，代表的な１個人のみが存
在する経済を仮定し，また，生産技術は線形であるとする。３節での分析と同様に物品税額を
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ｔ，消費者価格をｑ生産者価格をｐとする。線形の生産技術の仮定により効用等価配分にお
ける仮説的な評価基準価格もｐである。この場合における資源利用係数によって評価された効
率性損失の大きさをＬと表すと，Ｌは個人の支払意志額と税収との差額によって以下のように
表現される。
Ｌ＝ｅ(ｑ，ｕ)－ｅ(ｐ，ｕ)－(ｑ－ｐ)ｈ(ｑ，ｕ)． (19)
ここでｅ(ｑ，ｕ)，ｅ(ｐ，ｕ)は個人の支出関数，ｈ(ｑ，ｕ)は個人の補償需要関数，そして
ｕは課税時の均衡において実現される個人の効用水準である。よって，ｈ(ｑ，ｕ)＝ｘ(ｑ，Ｍ)
が成立する。ただし，ｘ(ｑ，Ｍ)はマーシャルの需要関数であり，Ｍは貨幣所得を表す。
(19)は，
Ｌ＝ｐｘ(ｑ，Ｍ)－ｐｈ(ｐ，ｕ) (20)
と書き換えることができる。(20)の右辺第１項は課税時の価格ｑにおける需要量を価格ｐによ
って貨幣額で評価した値を表している。均衡条件と利潤がゼロであることを考慮すると，税収
を個人へ還元する場合には，この貨幣評価額は個人の保有する資源量(ここでは資源総量に等
しい)ωの価格ｐによる貨幣評価額に等しい。(20)の右辺第２項のｈ(ｐ，ｕ)は，課税時の効
用ｕが非課税価格ｐのもとで最小支出で実現されるように仮説的に所得を調整するときに個人
が選択する需要量である。ｐは評価基準価格であるので，この需要量は効用等価配分における
需要量に一致する。利潤がゼロであるから，個人の貨幣所得額は個人の保有する資源量(すな
わち資源総量)の価値に等しく，したがって，仮説的に調整された所得額は効用等価配分にお
ける仮説的な資源総量ω＊を価格ｐで評価した貨幣額に等しい。以上より，(20)は現実の資源
総量ωと仮説的な資源総量ω＊をもちいて，Ｌ＝ｐ[ω一ω＊]と表現できる。この表現は，効
率性損失を節約可能な資源の価値によって表現した(11)に一致する。
ａ財の物品税額ｔａを変化させたときの効率性損失の変化は(19)または(20)の右辺をｔａで
偏微分することによって得られる。資源利用係数による評価では，効率性損失の大きさは課税
時の効用を基準にして計測される。よって，効用を税率変更前の水準に固定しておいたときに
税率変化が効率性損失の大きさに与える直接的な効果に加えて，税率変更が評価基準となる効
用を変化させ，その効用の変化にともなって生じる効率性損失の間接的な変化を考慮しなけれ
ばならない。Stutzer(1982)では(19)を包絡線定理を応用することによって微分し，間接的な
変化の分析を行っている。本論では，資源利用係数の利用，とりわけ効用等価配分の特性に注
視しながら限界的な効率性損失の計測の分析を進めるため，税収を個人に還元しない経済にお
ける(20)に主眼をおいて考察を行うことにする。
(20)における効用ｕは効率性損失の評価基準となる効用であるが，この水準は消費者価格に
依存し，ｕ＝ｖ(ｑ，Ｍ)と表現できる。ここで，ｖ(ｑ，Ｍ)は間接効用関数である。生産者価
格ｐが一定であるので，ａ財の物品税額ｔａの変化額はａ財の消費者価格ｑａの変化額と一致
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する。以下では物品税額ｔａの変化を消費者価格ｑａの変化として表記することにする。(20)
においてａ財の物品税額を限界的に変化させたときの効率性損失の限界的な変化は，
∂Ｌ／∂ｑａ＝Σｊｐｊ[∂ｘｊ(ｑ，Ｍ)／∂ｑａ]
－[∂ｅ(ｐ，ｕ)／∂ｕ][∂ｖ(ｑ，Ｍ)／∂ｑａ] (21)
と表現できる。(21)の右辺第１項は，消費者価格の変化に伴う需要量ｘ(ｑ，Ｍ)の変化を価格
ｐで貨幣評価した額である。この値は個人が実際に選択する需要量の変化に依存して決定され，
効用等価配分の変化とは独立であるので，直接的な変化として捉えることができる。税収をＲ
とすれば，Ｒ＝(ｑ－ｐ)ｘ(ｑ，Ｍ)であるが，Σｊ∂[ｑｊxｊ(ｑ，Ｍ)]／∂ｑａ＝０であるこ
とを考慮すると，右辺第１項はｑａの変化に伴う税収の変化－∂Ｒ／∂ｑａに一致する。した
がって，右辺第１項は，ｘ(ｑ，Ｍ)の変化にともなう税収の純増分が効率性損失の大ささを減
少させる効果を表現していると解釈できる。右辺第２項は物品税額の変化に伴う効用等価配分
の変化が効率性損失に与える効果を表しており，間接的な効果として捉えることができる。効
用等価配分における効用は課税時に実際に個人が享受する効用であるから，物品税額の変更に
よって個人の効用が変化すれば，効率性損失の評価基準となる効用水準も変化させなければな
らない。税額変更前の効用等価配分における個人の財の需要量はｈ(ｐ，ｕ)であり，また，物
品税額の変化にともなって個人の効用は∂ｖ(ｑ，Ｍ)／∂ｑａだけ変化するので，効用等価配
分における需要量の変化は[∂ｈ(ｐ，ｕ)／∂ｕ][∂ｖ(ｑ，Ｍ)／∂ｑａ]である。この変化を
価格ｐで評価した値が右辺第２項の値に他ならない。∂ｅ(ｐ，ｕ)／∂ｕと∂ｖ(ｑ，Ｍ)／∂ｑａ
は条件付最大(小)化問題における最大(小)値をパラメタである効用と価格でそれぞれ偏微分す
ることによって得られる関数である。包絡線定理によれば，制約付最大(小)化問題の最大(小)
値をパラメタで偏微分した値と，この最大(小)化問題のラグランジュ関数をパラメタで偏微分
した値とは等しい。とくに，ラグランジュ関数をパラメタで偏微分する場合には，パラメタが
目的関数の最大(小)化を実現する最適値に与える効果は考慮しなくてもよいのである(８)。包
絡線定理と，もとの最大(小)化問題の一階の条件とをあわせて考慮することにより，
∂ｅ(ｐ，ｕ)／∂ｕ＝ｐｊ／[∂ｕ(ｈ(ｐ，ｕ))／∂ｘｊ] (22)
∂ｖ(ｑ，Ｍ)／∂ｑａ＝－ｘａ(ｑ，Ｍ)・[∂ｕ(ｘ(ｑ，Ｍ))／∂ｘｊ]／ｑｊ (23)
が得られる。(22)，(23)をもちいることにより，(21)は，
∂Ｌ／∂ｑａ＝－∂Ｒ／∂ｑａ
＋(ｐｊ／ｑｊ)[ｘａ(ｑ，Ｍ)][∂ｕ(ｘ(ｑ，Ｍ))／∂ｘｊ]／[∂ｕ(ｈ(ｐ，ｕ))／ｘｊ]
と表現される。この式はStutzer(1982)で提示された効率性損失の限界的変化に一致する。
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本論では，物品税の導入によって生じる効率性損失の大きさを資源利用係数によって計測す
る手法について分析した。資源利用係数を用いることの利点として，課税された現状態におけ
る市場価格と各個人の効用のみを情報として効率性損失を計測できることがあげられる。その
一方で，資源利用係数は，評価基準となる効率的な配分が仮説的な市場均衡であること，また，
現実の資源を効率的に利用することによって各個人がどれだけの効用を享受できるかという成
果の側面を考慮していないなどの問題点も有する。
本論では、資源利用係数を効率性損失の尺度としてのみ捉えてきたが，Kay and Keenの分析
では，社会的厚生関数を用いることによって資源利用係数を分配不平等の尺度としても利用で
きることを示している。今後は，近年研究が進められている分配不平等の尺度の新たな諸概念
と資源利用係数を関連付けることによって，租税政策を効率面と分配面の両面から総合的に評
価していくことが期待される。
注
(１)
本論ではことわりがないかぎり，変数および関数記号の上付文字は財の種類を，下付文字は経済主
体を表すものとする。
(２)
本論ではKay and keen(1988)における分析モデルをＫＫモデルとよぶことにする。
(３)
ある１つの財の価格をニュメレールとする。
(４)
たとえばAhlheim(1988)，Cornes(1992)，是川(1996ａ)などを参照せよ。
(５)
凸集合の有するこの性質については，たとえば，Kay and Keen(1988)p.276において説明されてい
る。
(６)
bndＺ(ｕ)は集合Ｚ(ｕ)の下方境界を表す。
(７)
物品税率が変更されて経済が新たな均衡に推移し，効用配分が変化した場合には，それにともなっ
て評価基準価格ベクトルも変化する。物品税率の変更によって効率性損失の大きさがどのように変
化するかを分析する場合には，税率変化前と後の生産者価格と消費者価格のほかに，税率変化前と
後それぞれの評価基準価格ベクトルを特定しなければならない。この点については，５節で考察する。
(８)
包絡線定理についてはStutzer(1982)，Varian(1992)などに詳細な説明がある。
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measuring the deadweight loss from taxation
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In this paper, we reconsider the procedure of measuring the deadweight loss from
commodity taxation by means of Debreu's coefficient of resoure utilization.  Based
on these reconsiderations, we analyze the computation of the marginal deadweight loss
from piecemeal changes in commodity tax rates.
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